
産地パワーアップ事業

実施要綱の制定について

２７生産第２３９０号

平成２８年１月２０日

農林水産事務次官依命通知

一部改正 平成28年10月11日付け28生産第1134号

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知

一部改正 平成30年２月１日付け29生産第1895号

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知

一部改正 平成30年５月22日付け30生産第 415号

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知

一部改正 平成31年２月18日付け30生産第1856号

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知

この度、産地パワーアップ事業について、別紙のとおり産地パワーアップ事業

実施要綱が定められたので、御了知の上、本事業の円滑かつ的確な実施に御配慮

願いたい。

なお、貴局管内の関係機関への通知については貴職から通知するとともに、本

事業の実施につき適切な御指導をお願いしたい。

以上、命により通知する。



- 1 -

産地パワーアップ事業実施要綱

制 定 平成28年１月20日付け27生産第2390号

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知

一部改正 平成28年10月11日付け28生産第1134号

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知

一部改正 平成30年２月１日付け29生産第1895号

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知

一部改正 平成30年５月22日付け30生産第 415号

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知

一部改正 平成31年２月18日付け30生産第1856号

農 林 水 産 事 務 次 官 依 命 通 知

第１ 趣旨

平成29年11月24日付けで改訂された「総合的なＴＰＰ等関連政策大綱」に基づき、

水田・畑作・野菜・果樹等の産地が創意工夫を活かし、地域の強みを活かして起こ

すイノベーションを促進することにより、農業の国際競争力の強化を図るため、地

域の営農戦略に基づいて実施する産地の高収益化に向けた取組を総合的に支援する。

第２ 定義

本事業における用語については、次のとおりとする。

１ 都道府県農業再生協議会

経営所得安定対策等推進事業実施要綱（平成27年４月９日付け26経営第3569号農

林水産事務次官依命通知。以下「推進事業実施要綱」という。）第２の１の（２）に

定める都道府県農業再生協議会（以下「都道府県協議会」という。）をいう。

２ 地域農業再生協議会

推進事業実施要綱第２の２の（２）に定める地域農業再生協議会、地域担い手育

成総合支援協議会設置要領（平成17年４月１日付け16経営第8837号農林水産省経営

局長通知）第１の３に定める地域担い手育成総合支援協議会又は果樹産地構造改革

計画について（平成17年３月25日付け生産第8118号農林水産省生産局長通知）第５

の１に定める産地協議会（以下「地域協議会」と総称する。）をいう。

３ 都道府県事業実施方針

都道府県知事が定める産地の収益性の向上に向けた取組の方針であって、農林水

産省生産局長又は政策統括官（以下「生産局長等」という。）が別に定める基準を満

たすものとして承認されたものをいう。

４ 産地パワーアップ計画

地域協議会長又は都道府県協議会長（以下「地域協議会長等」と総称する。）によ

り定められた産地の農業の収益性の向上を図るための計画であって、都道府県知事

により生産局長等が別に定める基準を満たすものとして承認されたものをいう。

５ 取組主体事業計画

別表に掲げる取組主体が、産地パワーアップ計画に定めるところにより作成した

事業計画であって、地域協議会長等により産地パワーアップ計画の成果目標の達成

に必要なものとして承認されたものをいう。
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６ 都道府県事業計画

都道府県知事が、都道府県事業実施方針に定めるところにより作成した事業計画

であって、生産局長等が別に定める成果目標等の基準を満たすものとして承認され

たものをいう。

７ 基金管理団体

生産局長等が別に定める公募要領により応募した者の中から選定された団体をい

う。

第３ 事業の実施等

１ 事業の実施方針

本事業は、農産物生産の高収益化に向けた産地の取組方向の明確化を図り、その

方向性に即した地域の一体的な取組により、地域が自ら定めた具体的な成果目標の

達成に向け、地域の実情に応じて２に定める事業を適切に組み合わせるとともに、

各種関連対策との連携を図ることで、総合的に実施するものとする。

（１）都道府県事業実施方針

都道府県知事は、生産局長等が別に定めるところにより、都道府県事業実施方

針を作成するものとする。

（２）産地パワーアップ計画

地域協議会長等は、生産局長等が別に定めるところにより、産地パワーアップ

計画を作成するものとする。

２ 事業の取組の内容

本事業の具体的なメニュー、メニューの取組主体、採択要件及び補助率は、別表

に掲げるものとする。

ただし、災害等緊急に対応する必要がある事案が生じ、かつ、生産局長等が特に

必要と認める場合については、別表に定めるもののほか、緊急に事業を実施するこ

とができるものとする。

３ 事業実施主体

本事業の事業実施主体は、都道府県（以下「事業実施主体」という。）とする。

４ 事業の着工等

（１）取組主体による本事業の着工又は着手（以下「着工等」という。）は、原則とし

て、都道府県知事からの助成金の交付決定後に行うものとする。ただし、地域の

実情に応じて事業の効果的な実施を図る上で緊急かつやむを得ない事情により、

交付決定前に事業の着工等を行う場合は、取組主体は、あらかじめ、都道府県知

事の指導を受けた上で、その理由を明記した交付決定前着工（着手）届を作成し、

都道府県知事に提出するものとする。

（２）（１）のただし書により交付決定前に本事業の着工等を行う場合については、取

組主体は、事業の内容が明確となってから、本事業の着工等を行うものとする。

この場合において、取組主体は、交付決定を受けるまでの間に生じたあらゆる損

失について、自己の責めに帰することを了知の上で着工等を行うものとする。

（３）都道府県知事は、取組主体から（１）の交付決定前着工（着手）届の提出があ

った場合は、基金事業は基金管理団体、整備事業は地方農政局等（北海道にあっ

ては北海道農政事務所長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長。以下「地

方農政局長等」という。）にその写しを提出するものとする。
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５ 目標年度及び成果目標並びに事業評価

本事業の目標年度及び成果目標並びに事業評価は、生産局長等が別に定めるとお

りとする。

６ 事業費の低減

事業実施主体、地域協議会等及び取組主体は、本事業を実施する場合には、地域

の実情にかんがみ、過剰とみられるような施設整備及び機械リース等の導入を排除

する等、徹底した事業費の低減が図られるよう努めなければならない。

７ 実施期間

（１）産地パワーアップ計画の実施期間は３年以内とする。

（２）取組主体事業計画の実施期間は２年以内とする。

ただし、鹿児島県及び沖縄県に所在する製糖工場における省力化施設・設備の

整備に係る分みつ糖の計画については、（１）及び（２）ともに５年以内とする。

第４ 国の助成措置等

１ 基金事業

（１）国は、予算の範囲内において、基金管理団体に対し、第３の事業に必要な経費

について、生産局長等が別に定めるところにより補助するものとし、基金管理団

体は、これを受け、産地パワーアップ事業基金（以下「基金」という。）を造成す

るものとする。

（２）基金の管理等

ア 基金管理団体は、国から本事業に必要なものとして交付される補助金の全額

を基金として積み立てるものとする。

イ 基金管理団体は、基金を適正に管理するため、他の事業に係る資金と区分し

て経理するものとする。

ウ 基金管理団体は、金融機関への預金又は貯金により基金を管理するものとす

る。

エ 基金の管理及び第３の本事業の実施に当たり発生する事務費については、生

産局長等が別に定める範囲において、当該基金の中から支弁することができる

ものとする。

オ 基金の管理から生じた果実は、基金に繰り入れるものとする。

カ 基金管理団体は、本事業に係る助成金の返納があった場合は、基金に繰り入

れるものとする。

キ 基金管理団体は、生産局長等が定める助成対象以外の経費に基金を使用して

はならない。

（３）基金管理団体は、本事業が終了した際に、なお基金に残余があるときは、国に

返還するものとする。

また、生産局長等は、本事業が終了する前であっても、補助金等の交付により

造成した基金等に関する基準３の（４）アを準用し、使用見込みの低い基金保有

額があるときは、これを返納させることができるものとする。

２ 整備事業

国は、助成金の交付対象として決定した都道府県事業計画に基づく事業の実施に

要する経費に充てるため、事業実施主体に対し、予算の範囲内で、補助金を交付す
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ることができる。

第５ 基金管理団体の助成

基金管理団体は、助成金の交付対象として決定した都道府県事業計画に基づく事

業の実施に要する経費に充てるため、事業実施主体に対し、毎年度、予算の範囲内

で、都道府県助成金を交付することができる。

第６ 事業実施の手続

事業実施主体、地域協議会長等及び取組主体は、生産局長等が別に定めるところ

により、事業の実施に必要な手続を行うものとする。

第７ 事業実施状況等の報告

事業実施主体は、生産局長等が別に定めるところにより、本事業の実施年度から

目標年度までの間、毎年度、当該年度における事業実施状況を作成し、地方農政局

長等に報告しなければならない。

第８ 事業評価の報告

事業実施主体は、都道府県事業計画に定められた目標年度の翌年度において、本

事業の評価を行い、その結果を取りまとめ、生産局長等の定めるところにより、地

方農政局長等に報告しなければならない。

第９ 事業の適正な執行の確保

１ 都道府県知事は、地域協議会等及び取組主体による事業の実施について、総括的

な指導監督を行うとともに、本事業の効果的かつ適正な推進を図るため、必要に応

じて、関係行政機関、学識経験者等との密接な連携による推進体制の整備を図るな

ど、本事業の実施促進についての指導に当たるものとする。

２ 国は、都道府県知事に対し、本事業の実施等に係る資料の提出を求めることがで

きることとし、必要に応じて、指導、助言、調査等を行うことができるものとする。

第10 その他

１ 産地パワーアップ計画に位置づけられた取組主体事業計画の１年度当たりの補助

金等の上限額は１事業当たり20億円とする。

２ 本事業の実施等につき必要な事項は、この要綱に定めるもののほか、生産局長等

が別に定めるところによる。

３ 本事業においては、農業用機械施設補助の整理合理化について（昭和57年４月５

日付け57予第401号農林水産事務次官依命通知）の基準を適用しないものとする。

附 則

この要綱は、平成28年１月20日から施行する。

附 則

この要綱は、平成28年10月11日から施行する。
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附 則

この要綱は、平成30年２月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成30年５月22日から施行する。

附 則

この要綱は、平成31年２月18日から施行する。
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別表（第３関係）

耕種作物に関する以下の事業を実施できるものとする。
Ⅰ 基金事業

メニュー 取組主体 採択要件 補助率

１ 生産支援事業 １ 取組主体は、次に掲げるものとす １ 採択要件は、次 １ 補助率は次の
（１）農業機械等の導入及びリ る。 に掲げる全ての要 とおりとする。

ース導入 （１）都道府県 件を満たすことと （１）の事業
（２）生産資材の導入等 （２）市町村 する。 導入する農業

（３）公社（地方公共団体が出資して （１）要綱第３の５ 機械等の本体価
いる法人をいう。以下同じ。） の成果目標の基 格の１／２以内

（４）土地改良区 準を満たしてい とする。
（５）農業者（生産局長等が別に定め ること。 （２）の事業

るものをいう。以下同じ。） （２）生産局長等が １／２以内（た
（６）農業者の組織する団体（代表者 別に定める面積 だし、生産局長

の定めがあり、かつ、組織及び運 要件等を満たし 等が別に定める
営についての規約の定めがある団 ていること。 場合にあっては、
体であって、生産局長等が別に定 生産局長等が別
めるものをいう。以下同じ。） に定める率又は

（７）民間事業者（中小企業基本法（昭 額以内）とする。
和38年法律第154号）第２条第１
項各号のいずれにも該当しない民
間事業者及びこれらの民間事業者
から出資を受けた民間事業者を除
く事業者であって、生産局長等が
別に定めるものに限る。以下同
じ。）

２ 効果増進事業 ２ 取組主体は、次に掲げる者とする。 ２ 採択要件は、メ ２ 補助率は定額
事業計画の策定及び農業機 （１）都道府県協議会 ニュー欄の１の事 （１／２相当）
械の導入実証に要する経費等 （２）地域協議会 業を効果的に実施 とする。

するために必要な
ものとする。

（注１）都道府県知事が地方農政局長等と協議し、地方農政局長等が必要と認める場合は、Ⅱに準じて整備事業を行
うことができるものとする。

（注２）第３の２のただし書により実施する災害等緊急事業については、本表にかかわらず、生産局長等が別に定め
る事業を実施できるものとする。

Ⅱ 整備事業

メニュー 取組主体 採択要件 補助率

（１）育苗施設 取組主体は、次に掲げるものとする。 採択要件は、次 補助率は事業費
（２）乾燥調製施設 （１）都道府県 に掲げる全ての要 の１／２以内（た
（３）穀類乾燥調製貯蔵施設 （２）市町村 件を満たすことと だし、生産局長等
（４）農産物処理加工施設 （３）公社 する。 が別に定める場合
（５）集出荷貯蔵施設 （４）土地改良区 （１）要綱第３の５ にあっては、生産
（６）産地管理施設 （５）農業者 の成果目標の基 局長等が別に定め
（７）用土等供給施設 （６）農業者の組織する団体 準を満たしてい る率又は額以内）
（８）農産物被害防止施設 （７）民間事業者 ること。 とする。
（９）農業廃棄物処理施設 （８）食品事業者 （２）生産局長等
（10）生産技術高度化施設 以下のアからウの場合に限るも が別に定める面
（11）種子種苗生産関連施設 のとする。） 積要件等を満た
（12）有機物処理・利用施設 ア 大豆製品又は茶製品の製造又 していること。

は製造小売（以下「製造等」と （３）当該施設の
いう。）を行う事業者が製品加 整備による全て
工に必要な処理加工設備を整備 の効用によって
する場合 全ての費用を償
イ 国内産糖及び国内産いもでん うことが見込ま
粉の製造等を行う事業者が製品 れること。（生
加工に必要な処理加工設備、甘 産局長等が別に
味資源作物及びでん粉原料用い 定める場合を除
もの種子種苗生産関連施設、育 く。）
苗施設、でん粉製造過程で排出
される未利用資源の堆肥化等に
必要な有機物処理・利用施設を
整備する場合
ウ 国内産糖及び国内産いもでん
粉の製造等を行う事業者が病害
虫まん延防止対策の取組を行う
場合

（９）中間事業者（生産局長等が別に
定めるものに限る。）
国産原材料サプライチェーン構
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築の取組を対象とした乾燥調製施
設、穀類乾燥調製貯蔵施設、農産
物処理加工施設、集出荷貯蔵施設、
産地管理施設、種子種苗生産関連
施設の整備に限るものとする。

（10）流通業者（生産局長等が別に定
めるものに限る。）
青果物広域流通システム構築の
取組を対象とした集出荷貯蔵施設
の整備に限るものとする。

（11）都道府県知事が地方農政局長等
と協議して認める団体

（12）コンソーシアム（生産局長等が
別に定める場合に限る。）


